
第12期定時株主総会招集ご通知に際しての 

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項 

事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」 

連結計算書類の「連結注記表」 

計算書類の「個別注記表」 

株式会社 山口フィナンシャルグループ 

平成29年 4月 1日から 

平成30年 3月31日まで 



事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」 

当社の新株予約権等に関する事項 

（１）事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等 

新株予約権等の内容の概要 
新株予約権等を有する者の

人数 

①名称 

株式会社山口フィナンシャルグループ第１回新

株予約権 

②目的となる株式の種類及び数 

普通株式46,300株 

③権利行使価格（1株当たり） 

1円 

④新株予約権の行使期間 

平成23年11月1日～平成53年10月31日 

⑤新株予約権の主な行使条件 

子銀行取締役の地位を喪失した日の翌日から10

日を経過する日までに限り、新株予約権を行使

できるものとする。 

1名 

（新株予約権の数78個） 

①名称 

株式会社山口フィナンシャルグループ第2回新

株予約権 

②目的となる株式の種類及び数 

普通株式81,700株 

③権利行使価格（１株当たり） 

１円 

④新株予約権の行使期間 

平成24年７月31日～平成54年７月30日 

⑤新株予約権の主な行使条件 

子銀行取締役の地位を喪失した日の翌日から10

日を経過する日までに限り、新株予約権を行使

できるものとする。 

2名 

（新株予約権の数202個） 

①名称 

株式会社山口フィナンシャルグループ第3回新

株予約権 

②目的となる株式の種類及び数 

普通株式75,900株 

③権利行使価格（1株当たり） 

1円 

④新株予約権の行使期間 

平成25年７月24日～平成55年７月23日 

⑤新株予約権の主な行使条件 

子銀行取締役の地位を喪失した日の翌日から10

日を経過する日までに限り、新株予約権を行使

できるものとする。 

2名 

（新株予約権の数155個） 

取締役 

（監査等委員であるもの

及び社外取締役を除く） 

①名称 

株式会社山口フィナンシャルグループ第4回新

株予約権 

②目的となる株式の種類及び数 

普通株式95,100株 

③権利行使価格（1株当たり） 

１円 

④新株予約権の行使期間 

平成26年７月30日～平成56年７月29日 

⑤新株予約権の主な行使条件 

子銀行取締役の地位を喪失した日の翌日から10

日を経過する日までに限り、新株予約権を行使

できるものとする。 

2名 

（新株予約権の数136個） 
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新株予約権等の内容の概要 
新株予約権等を有する者の

人数 

取締役 

（監査等委員であるもの

及び社外取締役を除く） 

①名称 

株式会社山口フィナンシャルグループ第5回新

株予約権 

②目的となる株式の種類及び数 

 普通株式78,000株 

③権利行使価格（１株当たり） 

 １円 

④新株予約権の行使期間 

 平成27年8月26日～平成57年8月25日 

⑤新株予約権の主な行使条件 

子銀行取締役の地位を喪失した日の翌日から10

日を経過する日までに限り、新株予約権を行使

できるものとする。 

3名 

（新株予約権の数144個） 

社外取締役 

（監査等委員であるもの

を除く） 

－ － 

監査等委員である取締役 － － 

（２）事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等 

該当ありません 
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連結計算書類の「連結注記表」 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。 

連結計算書類の作成方針 

(1) 連結の範囲に関する事項 

① 連結される子会社及び子法人等        16社 

会社名 

株式会社山口銀行 

株式会社もみじ銀行 

株式会社北九州銀行 

ワイエム証券株式会社 

ワイエムリース株式会社 

ワイエムコンサルティング株式会社 

株式会社ＹＭＦＧ ＺＯＮＥプラニング 

ワイエムアセットマネジメント株式会社 

株式会社ワイエム保証 

株式会社井筒屋ウィズカード 

株式会社北九州経済研究所 

三友株式会社 

株式会社やまぎんカード 

もみじ地所株式会社 

株式会社ワイエムライフプランニング 

株式会社保険ひろば 

② 非連結の子会社及び子法人等         １社 

会社名 

メイプル・ファンディング・コーポレーション 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に

見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財

政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しており

ます。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

② 持分法適用の関連法人等           ２社 

会社名 

ワイエムセゾン株式会社 

もみじカード株式会社 

（持分法適用の範囲の変更） 

      山口キャピタル株式会社は、保有株式の一部を売却したことにより持分比率が低下したため、当連結会計

年度末より、持分法の適用対象から除いております。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 １社 

会社名 

メイプル・ファンディング・コーポレーション 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う

額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重

要な影響を与えないため、持分法の対象から除外しております。 

④ 持分法非適用の関連法人等 

該当ありません。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

 ３月末日    16社 

(4) のれんの償却に関する事項 

のれんの償却については、主として10年間の定額法により償却を行っております。 
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会計方針に関する事項 

(1) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得

る等の目的（以下、「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特

定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び

「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先

物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権等につ

いては前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連

結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結

子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として連結決算日の市場価

格等（株式は連結決算期末月１カ月の市場価格の平均）に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、

ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(3) 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

金銭の信託における信託財産の評価は、時価法により行っております。 

 (4) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

(5) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び銀行業を営む連結される子会社の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建

物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採

用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ７年 ～ 50年 

その他  ３年 ～ 15年 

銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、税法基準に基づき、主として定率法により

償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当社並びに連結

される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期

間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが

あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

(6) 貸倒引当金の計上基準 

銀行業を営む連結される子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針｣（日本公認会計士協会銀

行等監査特別委員会報告第４号 平成24年７月４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額

から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び自己査定実施部署が資産査定を実施しております。 

銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要

と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上して

おります。 

(7) 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年

度に帰属する額を計上しております。 

(8) 役員退職慰労引当金の計上基準 

銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるた

め、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上し

ております。 

(9) 役員株式給付引当金の計上基準 

役員株式給付引当金は、当社及び当社グループ内銀行が定める役員株式給付規程に基づき、当社及び当社グルー

プ内銀行の取締役（監査等委員である取締役、非常勤取締役及び社外取締役を除く。以下、「対象取締役」とい

う。）への当社株式の給付等に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき、計上して

おります。 
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(10) 利息返還損失引当金の計上基準 

利息返還損失引当金は、連結される子会社及び子法人等が将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、「消

費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別委員会実務指針第37号 平成24年５月15日）を踏まえ、過去の返還状況等を勘案した必要額を計上しておりま

す。 

(11) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払

戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

(12) ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、クレジットカード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、クレジットカード会員に付

与したポイントの使用により発生する費用負担に備えるため、当連結会計年度末における将来使用見込額を計上し

ております。 

(13) 特別法上の引当金の計上基準 

特別法上の引当金は、ワイエム証券株式会社が計上した金融商品取引責任準備金であり、有価証券の売買その他

の取引等に関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第46条の５及び金融商品取引業等に

関する内閣府令第175条の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。 

(14) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりでありま

す。 

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（２年）による定額法により費用処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10～11年）による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(15) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当社並びに連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、連結決算日の為替相場によ

る円換算額を付しております。 

 (16) 重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ) 金利リスク・ヘッジ 

銀行業を営む連結される子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 

平成14年２月13日 以下、「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッ

ジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ 

 銀行業を営む連結される子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員

会報告第25号 平成14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取

引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジ

ション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、連結される子会社及び子法人等の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

(17)  消費税等の会計処理 

当社並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処

理は、税抜方式によっております。 

ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。 

(18) 連結納税制度の適用 

当社並びに国内の連結される一部の子会社は、当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しておりま

す。
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追加情報 

（従業員持株ＥＳＯＰ信託） 

当社は、当社及び当社グループ従業員（以下、「従業員」という。）の福利厚生の充実を目的とした、「従業員持株Ｅ

ＳＯＰ信託」を導入しております。 

（１）取引の概要 

当社が「山口フィナンシャルグループ従業員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する従業員のう

ち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は平成29年３月から５年間にわたり当社持株会

が取得すると見込まれる数の当社株式を一括して取得し、その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会

に売却いたします。 

（２）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。 

当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は1,702百万円、株式数は1,323千株であります。 

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

当連結会計年度末における総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は1,714百万円であります。 

（株式給付信託（ＢＢＴ）） 

当社は、当社及び当社グループ内銀行の対象取締役が中長期的な当社グループの業績の向上と企業価値の増大に貢献す

る意識を高めることを目的とした、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。 

（１）取引の概要 

当社が拠出する金銭を原資として当社の普通株式を信託を通じて取得し、対象取締役に対して、当社及び当社グ

ループ内銀行が定める役員株式給付規程に従って、役位、業績達成度等に応じて当社株式及び当社株式を退任日時

点の株価で換算した金額相当の金銭を、信託を通じて給付いたします。 

（２）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。 

当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は608百万円、株式数は631千株であります。 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く。）28百万円 

２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中の国債に5,010百万円含ま

れております。 

３．貸出金のうち、破綻先債権額は13,712百万円、延滞債権額は62,611百万円であります｡ 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。

以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号

イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は986百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先

債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は12,105百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞

債権に該当しないものであります。 

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は89,415百万円であります。 

なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形

及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、  

47,021百万円であります。 

８．ローン・パーティシペーションで「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第３号 平成26年11月28日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、

連結貸借対照表計上額は、4,453百万円であります。 

９．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

現金預け金              13百万円 

有価証券            279,593百万円 

担保資産に対応する債務 

預金               26,831百万円 

コールマネー           26,560百万円 

債券貸借取引受入担保金      46,883百万円 
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上記のほか、為替決済、デリバティブ取引、信託事務及び公金事務取扱等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代

用として、次のものを差し入れております。 

有価証券             72,626百万円 

また、その他資産には、保証金、公金事務取扱担保金、金融商品等差入担保金、為替決済差入担保金及び金融先物取引

証拠金が含まれておりますが、その金額は次のとおりであります。 

  保証金               3,211百万円 

  公金事務取扱担保金        1,188百万円 

  金融商品等差入担保金       7,693百万円 

  為替決済差入担保金       68,410百万円 

 金融先物取引証拠金         10百万円 

１０．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規

定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約

に係る融資未実行残高は925,545百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取

消可能なものが808,080百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当社並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ

らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、連結される子会社及び子

法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま

す。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めて

いる行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じて

おります。 

１１．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、銀行業を営む連結される子会社の事業用の

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債

の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日  平成10年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める、地価税法第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定

した価額に基づいて、合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額 21,391百万円 

１２．有形固定資産の減価償却累計額  72,359百万円 

１３．有形固定資産の圧縮記帳額     7,780百万円 

１４．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額は   

9,642百万円であります。 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益11,250百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、株式等売却損1,115百万円、金融派生商品費用631百万円及び金銭の信託運用損1,230百万円

を含んでおります。 

３．当連結会計年度において、次の資産について減損損失を計上しております。 

       地 域    主な用途                種 類         減損損失 

      山口県内   営業用資産              建物・動産・ソフトウエア  12百万円 

広島県内   営業用資産・遊休資産（売却予定資産） 土地・建物・ソフトウエア 210百万円 

その他    営業用資産              建物・動産         １百万円

合  計                                   224百万円 

当社及び銀行業・証券業を営む連結される子会社は、営業用資産については管理会計上の最小単位である営業店単位で、

遊休資産については原則として各資産単位でグルーピングを行っております。また、本店、事務センター、研修所、社

宅・寮等については、銀行業を営む連結される子会社全体に関連する資産であるため共用資産としております。 

銀行業・証券業以外の連結される子会社は、原則として各社単位でグルーピングを行っております。 

営業キャッシュ・フローの低下した営業用資産及び遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額の合計額224百万円を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、土地80百万円、建物47百万円、動産

０百万円、ソフトウエア95百万円であります。 

なお、当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正味売却価額は、路線

価を基にした評価額又は処分見込価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                         （単位：千株） 

  当連結会計年

度期首株式数 

当連結会計年

度増加株式数 

当連結会計年

度減少株式数 

当連結会計年

度末株式数 
摘要 

発行済株式      

 普通株式 264,353 － － 264,353

 合  計 264,353 － － 264,353

自己株式 

 普通株式 18,553 22 723 17,852 （注１，２，３） 

 合  計 18,553 22 723 17,852

（注１)   自己株式の増加株式数22千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

     また、自己株式の減少株式数723千株は、連結子会社保有の親会社株式売却によるもの250千株、従業員 

      持株ＥＳＯＰ信託から当社持株会への売却によるもの296千株、新株予約権の権利行使によるもの175千株、 

株式給付信託（ＢＢＴ）の権利行使によるもの２千株であります。 

（注２)  従業員持株ＥＳＯＰ信託所有の自己株式は、当連結会計年度期首株式数に1,619千株及び当連結会計年度末 

株式数に1,323千株含まれております。 

（注３） 株式給付信託（ＢＢＴ）所有の自己株式は、当連結会計年度期首株式数に633千株及び当連結会計年度末株 

式数に631千株含まれております。 

２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 
新株予約権 

の内訳 

新株予約権の 

目的となる株

式の種類 
当連結会計

年度期首 

当連結会計

年度増加 

当連結会計

年度減少 

当連結会計

年度末 

当連結会計

年度末残高

（百万円）
摘要 

当社 

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 
－ 358 

合 計 － 358 

３．配当に関する事項 

（１）当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成29年 

５月12日

取締役会 

普通株式 
1,989百万円

（注１）
8.00円 平成29年３月31日 平成29年６月28日 

平成29年 

11月10日

取締役会 

普通株式 
2,487百万円

（注２）
10.00円 平成29年９月30日 平成29年12月８日 

合計  4,477百万円

（注１） 配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託（ＢＢＴ）に対する配当金18百万円を含め

ております。 

（注２) 配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託（ＢＢＴ）に対する配当金21百万円を含め 

ております。 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成30年

５月11日

取締役会 

普通株式 
2,488百万円

（注）
利益剰余金 10.00円 平成30年３月31日 平成30年６月27日 

（注）配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託及び株式給付信託（ＢＢＴ）に対する配当金19百万円を含めて 

おります。 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、銀行業務を中心として、証券業務、クレジットカード業務など、地域密着型の総合金融サービスを

展開しております。このため、グループとして、信用リスク、市場リスク、流動性リスクなどさまざまなリスクを抱え

ており、これらのリスクは、経済・社会・金融環境などの変化により、多様化・複雑化しております。こうした状況を

踏まえ、グループとして、リスク管理体制の強化を重要課題の一つとして捉え、健全性の維持・向上に努めるとともに、

グループ共通の「リスク管理規程」を制定し、リスク管理に対する基本的な方針を明確にしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

保有する金融資産は、主としてお取引先に対する貸出金であり、契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒さ

れております。また、有価証券は、主に債券、株式、投資信託などであり、売買目的、満期保有目的、純投資目的及び

事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リ

スクに晒されております。 

金融負債については、預金、譲渡性預金を中心として、コールマネーなど市場からの調達も行っておりますが、必要

な資金が確保できなくなるなどの流動性リスクのほか、金融経済環境の変化等に伴う金利リスクに晒されております。 

デリバティブ取引については、資産・負債に内在する市場リスクのヘッジ手段、及びお客様のニーズに応じた商品提

供手段等として位置付けております。金利関連及び有価証券関連デリバティブ取引は、長期にわたり金利が固定される

貸出金・預金や有価証券等に対して、将来の金利変動や価格変動が収益等に及ぼす影響を限定するためのヘッジを主目

的として利用しております。また、通貨関連デリバティブ取引については、将来の為替変動に伴う収益変動等の回避、

外貨資金の安定調達、及びお客様への商品提供を主目的として利用しております。なお、相場変動による収益獲得を目

的とした取引については、リスクリミット及び損失限度額などの厳格な基準を定めたうえで、限定的な取扱いを行って

おります。 

金利関連及び有価証券関連デリバティブ取引は金利や価格の変動を、また通貨関連デリバティブ取引は為替の変動を

市場リスク要因として有しております。また、取引所取引以外の取引には、取引相手の財務状況の悪化等により契約不

履行による損失が発生する信用リスク要因を有しております。 

ヘッジ会計の利用にあたっては、事前に定められた適用要件を満たしていることを確認したうえで、繰延ヘッジを適

用しております。ヘッジ手法については、主に同種類のリスクを持つ資産を特定したうえで、包括的にヘッジを行う包

括ヘッジを行っております。また、一部の取引については、金利スワップの特例処理を適用しております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

信用格付制度の適切な運用により、お取引先の実態把握や正確な信用リスク評価に努めており、お取引先の決算期や

信用状態の変化時に適時適切に格付の見直しを行うことで信用力評価の精度を高めております。 

自己査定については、グループの統一基準に基づいて厳格に行い、自己査定結果に基づく償却・引当も適正に実施し

て、その妥当性については、検証部署による内容の検証、独立性を堅持した監査部署による内部監査を行っております。 

また、個別案件審査においては、各子銀行の規模や特性に応じた審査体制を導入し、地域特性や業種特性などを勘案

したきめ細やかな審査を行うとともに、ポートフォリオ管理面でも、信用リスク計量化に基づく、格付別、業種別、地

区別といったリスク管理の高度化に努めております。 

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、リスク統括部署に

おいて、信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。 

② 市場リスクの管理 

市場リスクに関する管理プロセスを構築し、内在する市場リスクを特定するとともに、定量的な測定を実施しており

ます。そのうえで、市場リスクを許容水準にコントロールするために、ALM（資産・負債総合管理）体制を導入、グル

ープALM委員会を定期的に開催し状況に応じた対応を図っております。 

また、市場リスクの状況については、定期的な評価を行い、リスク・コントロールの適切性などについて、検証を実

施しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

預金による資金調達が大半を占めており、安定した調達基盤のもと、緻密な予測に基づいた資金管理を行い、主とし

て金融市場での資金コントロールにより資金繰りを行っております。 

資金繰り管理においては、流動性リスクを抑制し、安定性を確保するとともに、不測の事態に備え、流動性の高い資

産を準備するなど流動性リスク管理には万全を期しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額

が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、連結貸借

対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。また、時価を把握することが極めて困難と認

められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

    985,502 

77,436 

          40,923 

      7,788 

  1,707,440 

7,157,836 

△49,571 

     985,502 

77,436 

         40,923 

      7,917 

  1,707,440 

－ 

－ 

－ 

128 

－ 

(1)現金預け金 

(2)コールローン及び買入手形 

(3)金銭の信託 

(4)有価証券 

  満期保有目的の債券 

  その他有価証券 

(5)貸出金 

    貸倒引当金(＊１) 

7,108,264 7,177,960 69,695 

 9,927,357 9,997,181       69,823 

(1)預金 

(2)譲渡性預金 

      8,739,092 

616,658 

     8,739,610 

616,658 

518 

0 

負債計 9,355,750 9,356,268 518 

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

8,351 

565 

8,351 

565 

－ 

－ 

デリバティブ取引計 8,917 8,917 － 

（＊１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（＊２） 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デ

リバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（ ）で表示しております。 

（注１)金融商品の時価の算定方法 

資 産

(1)現金預け金 

約定期間が短期間（１年以内）又は満期のないものであり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

を時価としております。 

(2)コールローン及び買入手形 

約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

(3)金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券については、株

式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 

なお、保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」に記載しております。 

(4)有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は外部の情報ベンダーから入手した価格によっております。投資信託は

取引所の価格又は投資信託委託会社の公表する基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに元利金の合計額を無リスクの利子率に内部格付区分ごとの

信用コストを上乗せした利率で割り引いて時価を算定しております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

(5)貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっ

ていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、

貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに元利金の合計額を、事業性貸出金については無リスクの利子率に

内部格付区分ごとの信用コストを上乗せした利率で、消費性貸出金については同様の新規貸出を行った場合に想定され

る利率で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて

貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を

控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近

似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

負 債

(1)預金、及び(2)譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期

預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。そ

の割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のも

のは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 
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デリバティブ取引

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨先物、通

貨オプション、通貨スワップ等）、株式関連取引（株式指数先物）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション

等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金と一体として処理されているため、そ

の時価は当該貸出金の時価に含めて記載しております。 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時

価情報の「資産(4)その他有価証券」には含まれておりません。 

                         （単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式 （＊１、２） 6,917 

②組合出資金等（＊３） 5,688 

合計 12,605 

（＊１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開

示の対象とはしておりません。 

（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式について０百万円減損処理を行っております。 

（＊３） 組合出資金等のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成

されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券が含まれております。 

１．売買目的有価証券（平成30年３月31日現在） 

当連結会計年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △3

２．満期保有目的の債券（平成30年３月31日現在） 

種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

地方債 2,300 2,344 44 

社債 4,768 4,854 85 
時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
小計 7,068 7,199 130 

地方債 200 199  △0 

社債 520 518  △1 
時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 
小計 720 718 △2 

合 計 7,788 7,917 128 

３．その他有価証券（平成30年３月31日現在） 

種類 
連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 143,485 44,722 98,762 

債券 800,988 788,718 12,269 

国債 203,630 202,431 1,198 

地方債 13,079 12,899 179 

社債 584,279 573,387 10,891 

その他 30,308 30,099 209 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

小計 974,782 863,541 111,241 

株式 10,168 11,255 △1,086 

債券 347,432 351,222 △3,789 

国債 225,743 228,774 △3,030 

地方債 7,560 7,580 △19 

社債 114,128 114,868 △739 

その他 375,056 395,963 △20,906 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

小計 732,658 758,440 △25,782 

合 計 1,707,440 1,621,981 85,459 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

  該当ありません。 
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日） 

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 12,754 6,839 4 

債券 1,060,990 3,596 187 

 国債 932,177 2,564 154 

 地方債 21,802 482 12 

 社債 107,009 549 19 

その他 494,422 5,429 3,024 

合  計 1,568,166 15,864 3,216 

６．保有目的を変更した有価証券 

  記載すべき重要な変更はありません。 

７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについ

ては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以

下、「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は株式462百万円であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、以下のとおり定めております。 

時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合は、「著しく下落した」と判断しております。ただし、株式及び

これに準ずる有価証券については、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合は、発行会社の信用リ

スク（自己査定における債務者区分、外部格付等）、過去の一定期間の下落率を勘案して、「著しく下落した」かど

うかを判断しております。 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（平成30年３月31日現在） 

   連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 4,732 － 

２．満期保有目的の金銭の信託（平成30年３月31日現在） 

該当ありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成30年３月31日現在） 

連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

うち連結貸借対照

表計上額が取得原

価を超えるもの 

（百万円） 

うち連結貸借対照

表計上額が取得原

価を超えないもの

（百万円） 

その他の金銭の 

信託 
36,191 36,316 △124 1 △126

（注）  「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな 

いもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額                     2,653円60銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額        133円65銭 
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計算書類の「個別注記表」 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、関係会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として

決算日の市場価格等（株式は決算期末月１カ月の市場価格の平均）に基づく時価法（売却原価は主として移動平

均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価

法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（賃貸資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに

平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        15年～34年 

工具、器具及び備品 ３年～10年 

（２）無形固定資産（賃貸資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当社におけ

る利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

（３）賃貸資産 

賃貸資産のうち、有形固定資産は定率法により、無形固定資産は定額法によりそれぞれ償却しております。

なお、資産の見積耐用年数を償却年数とし、期間満了時の処分見積価額を残存価額として償却しております。 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費は資産として計上し、社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に帰属する額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費

用処理方法は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理する方法によっております。 

（３）役員株式給付引当金 

役員株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく取締役（監査等委員である取締役、非常勤取締役及び社

外取締役を除く。以下、「対象取締役」という。）への当社株式の給付等に備えるため、当事業年度末におけ

る株式給付債務の見込額に基づき、計上しております。 

７．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

８．連結納税制度の適用 

当社を連結納税親会社として、連結納税制度を適用しております。 

［追加情報］ 

（従業員持株ＥＳＯＰ信託） 

当社は、当社及び当社グループ従業員（以下、「従業員」という。）の福利厚生の充実を目的とした、「従業員持

株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。 

（１）取引の概要 

当社が「山口フィナンシャルグループ従業員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する従業員

のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は平成29年３月から５年間にわたり当

社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括して取得し、その後、当該信託は当社株式を毎月一定日

に当社持株会に売却いたします。 

- 13 -



（２）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。 

当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額は1,702百万円、株式数は1,323千株であります。 

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

当事業年度末における総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は1,714百万円であります。 

（株式給付信託（ＢＢＴ）） 

当社は、当社及び当社グループ内銀行の対象取締役が中長期的な当社グループの業績の向上と企業価値の増大に貢

献する意識を高めることを目的とした、「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。 

（１）取引の概要 

当社が拠出する金銭を原資として当社の普通株式を信託を通じて取得し、対象取締役に対して、当社及び当

社グループ内銀行が定める役員株式給付規程に従って、役位、業績達成度等に応じて当社株式及び当社株式を

退任日時点の株価で換算した金額相当の金銭を、信託を通じて給付いたします。 

（２）信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。 

当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額は608百万円、株式数は631千株であります。 

［貸借対照表に関する注記］ 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ４百万円 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 20,264百万円 

短期金銭債務 3,458百万円 

［損益計算書に関する注記］ 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益 ８百万円 

営業費用 ８百万円 

出向者人件費の受取額 29,802百万円 

営業取引以外の取引による取引高     

受取利息 1,147百万円 

通貨スワップ費用 3,600百万円 

［株主資本等変動計算書に関する注記］

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数                  （単位：千株）

 当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

自己株式 

 普通株式 17,930 22 473 17,479 (注１,２,３) 

 合  計 17,930 22 473 17,479 

（注１） 自己株式の増加株式数22千株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

また、自己株式の減少株式数473千株は、従業員持株ＥＳＯＰ信託から当社持株会への売却によるも

の296千株、新株予約権の権利行使によるもの175千株、株式給付信託（ＢＢＴ）の権利行使によるも

の２千株であります。 

（注２） 従業員持株ＥＳＯＰ信託所有の自己株式は、当事業年度期首株式数に1,619千株及び当事業年度末株

式数に1,323千株含まれております。 

（注３） 株式給付信託（ＢＢＴ）所有の自己株式は、当事業年度期首株式数に633千株及び当事業年度末株式

数に631千株含まれております。 
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［税効果会計に関する注記］ 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金            165百万円 

税務上の繰越欠損金        126百万円 

退職給付引当金           56百万円 

未払事業税             36百万円 

ソフトウエア            23百万円  

その他               43百万円 

繰延税金資産小計          452百万円 

評価性引当額             △  88百万円 

繰延税金資産合計          364百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金       117百万円 

繰延税金負債合計          117百万円 

繰延税金資産の純額           246百万円 

［関連当事者との取引に関する注記］ 

１．親会社及び法人主要株主等 

該当ありません。 

２．子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権の所有

(被所有)割合

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

預金 

(注３) 

(平残)

14,100
現金及び預金 9,977

連結納税 5,250 未収入金 5,250

通貨スワップ 

(注３,４) 

(想定元本)

66,579
通貨スワップ 2,676

通貨スワップ 

利息 

(注３,４) 

1,147 ― ―

通貨スワップ 

費用 

(注３,４) 

3,600 ― ―

未収入金 1,560

株式会社 

山口銀行 

所有 

直接100％ 

経営管理等 

(注１)

資産の賃貸 

(注２)

役員の兼務 

出向者の転出

出向者人件費 

の受取(注５) 
13,815

未払金 307

連結納税 330 未収入金 330

未収入金 1,268
株式会社 

もみじ銀行 

所有 

直接100％ 

経営管理等 

(注１)

資産の賃貸 

(注２)

役員の兼務 

出向者の転出

出向者人件費 

の受取(注５) 
10,838

未払金 256

連結納税 523 未収入金 523

未収入金 420
株式会社 

北九州銀行 

所有 

直接100％ 

経営管理等 

(注１)

資産の賃貸 

(注２)

役員の兼務 

出向者の転出

出向者人件費 

の受取(注５) 
4,006

未払金 81

子会社

ワイエム証券 

株式会社 

所有 

直接60％ 
出向者の転出

出向者人件費

の受取(注５) 
1,106 ― ―
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取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 当事業年度において、経営管理を無償としたため、手数料を受取っておりません。 

（注２） 当事業年度において、使用料を受取っておりません。 

（注３） 一般の取引と同様な条件で行っております。 

（注４） 通貨スワップは、外貨建新株予約権付社債における為替変動リスクをヘッジする目的で行っております。 

（注５） 出向契約に基づき、出向者に係る人件費相当額を受取っております。 

３．兄弟会社等 

該当ありません。 

４．役員及び個人主要株主等 

該当ありません。

［１株当たり情報に関する注記］ 

１株当たりの純資産額      1,565円92銭 

１株当たりの当期純損失金額     21円49銭 
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